
書式第 12号 (法第28条関係 )

令和 5年度 事  業 rコ

特定非営利活動 人 つばみ
1 事業の成果
令和 5年度は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 (以下、障害者支援法)に基づき、

区内および近隣区の精神障害者を主として、相談支援、生活支援、就労支援、居住支援、サービス等利用計画作

成、地域移行・地域定着支援などを行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

事 業 報 告 用

定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)障害者総合
支援法に基づ
く地域生活支
援事業

地域活
運営し
談・訪
の地域
た。

動支援センターを
、また、電話・面
間等により障害者
生活をサポー トし

通年

江戸川区

内の法人

施設

10
東京都内の

障害者

延ベ

6,314
人

27230

(2)障害者総合
支援法に基づ
く一般相談文
援事業

地域移行支援及び地域定
着支援をおこなった。

通年

江戸川区

内の法人

施設

3
東京都内の

障害者
3人 876

(3)障害者総合
支援法に基づ
く特定相談支
援事業

計画相談支援としてサー
ビス利用等計画の作成及
び、継続サービス利用 (モ
ニタリング)、 ■つ障害者
からの相談支援を行っ
た。

通年

江戸川区

内の法人

施設、利

用 者 自

宅・通所

先等

6
東京都内の

障害者
13127

(4)障害者総合
支援法に基づ
く障害福祉サ
ービス事業

就労移行支援 .就労定着
支援事業所を運営し、就
労を希望する障害者をサ
ポー トした。

通年

江戸川区

内の法人

施設

6
東京都内の

障害者

定員
20名

36381

(5)児 童福祉法
に基づ く特定
相談支援事業

障害児相談支援として通
所サービスにおける障害
児支援利用計画の作成及
び継続障害児支援利用援
助 (モニタリング)を行
った。

通年

江戸川区

内の法人

施設

0
東京都内の

障害児
0人 0

(6)障 害者及び
そ の家族 に対
する日常生活・
就 労等 につ い
ての相談・支援
に関する事業

障害者及びその家族に対
する日常生活・就労・居
住等についての相談の受
付及び支援を行った。(委
託事業)

通年

江戸川区

内の法人

施設

3
東京都内の

障害者
71人 11567

(7)障 害者 と地
域住 民 の交流
会・イベン ト等
の企画・開催に
関する事業

季節ごとの交流会
者支援に関する講
どを企画し、障害
域住民の交流促進
た。

、障害
演会な
者と地
を図っ

計 5回

江戸川区

内の法人

施設、又

は公共施

設等

10

江戸川区近

隣住民及び

障害者支援

に関心のあ

る人等

110人 0

1

|

|

|

|

|

107人
|

|

|

|

|

|

|

|



法人名: 特定非営利活動法人 つぽみ

活艶赴塁豊
令和5年  4月  1日 ～ 令和6年  3月  31日 まで

(単位 :円 )

科  目 金  額
I経常収益
1.事業収益
地域活動支援センターーI型事業

江戸川区精神障害者就労支援事業

江戸川区精神障害者居住支援事業

特定相談支援事業 (成人)

地域移行支援事業

地域定着支援事業

就労移行支援事業

就労定着支援事業

目中活動系サービス推進

処遇改善費

利用者等収入

会費収入

認定調査委託費

2.その他収益
受取利息

雑収益(補助金等)

経常収益計

I経常費用
1.事業費
(1)人件費

役員報酬

給料手当

賞与

法定福利費

福利厚生費

通勤手当

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

支援交通費支出

活動材料費

地代家賃

減価償却費

その他経費計

事業費計

2.管理費
通信運搬費

交際費

会議費

研修費
リース料

保険料

水道光熱費

消耗品費

広告宣伝費

修繕費

諸会費

支払手数料

租税公課

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

税引き前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

27,230,000

6,768,040

4,798,960

13,127,260

763,826

112,562

30,842,610

5,539,101

3,876,000

2,152,172

757,762

41,081

106,210 96,115,584

97,421,101

96,842,379

1,750

1,303,767 1,305,517

7.177,500

45,550,356

12,520,190

8,004,176

262,755

3,298,665

76,813,642

87,583,251

9,259,128

3,154,310

665,874

616,573

6,222,852

110,000

10,769,609

1,105,181

48,788

9,529

68,406

4,246,557

636,692

1,310,061

1,023,593

61,800

142,010

79,000

435,653

29,800

62,058

9,259,128

578,722

70,268

508,454

145,379,932

145,888,386



法人名 : 特定非営利活動法人 つぽみ

宜生対皿塞
令和6年  3月  31日 現在

(単位 :円 )

科  目 金  額
I資産の部
1.流動資産
現金預金

未収人全

流動資産合計

2.固定資産
(1)治 形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

出資金

長期前払費用

保険積立金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部
1.流動負債
未払金

未払い法人税等

預り金

流動負債合計

2.固定負債
固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

137,289,102

3,569,198

3,720,335

15

140,858,300

5,762,820

1 621 120

732,734

145,888,386

3,720,350

50,000

149,360

1,843,110

2,042,470

346,170

70,000

316,564

732,734

0

145,379,932

508,454

146,621,120



墜務諸塞⊇注記

1 重要な会計方針

3.固定資産の増減内訳

財務諸表の作成は.NFЮ法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)によつています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法 (ただし、平成10年4月 1日 以降に取得した建物及び平成28年4月 1日 以降に

取得した建物附属設備・構築物は定額法)を採用しています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2 事業費の内訳
事業費の区分は以下の通りです。

(単

処遇改善費支援センター 就労支援 居住支援 就労移行
飩 万 だ 看 メ

爆科  目

751.393

3,838,266

1.106.141

265,1:,9

569,316

18.057

572.513

7.057,305

1.91,2,921

464.587

1.417.293

4.017

214.032

1,093,575

315,154

75.541

217,623

5,144

2,320,634

9,258,051

1,978,937

686.713

1,694,883

155.781

0

4,394,]55

1.388,003

362,468

506,714

0

0

2,955,512

913.249

273.108

553.588

0

3.318.878

16,953.492

4.385,785

1.!71.109

2,984,759

79,756

6.548.312 11.448.636 1,921.11916.094.999 6.711.340 4.695,457 29,393.779

(1)人僣
役員報酬

給料手当

賞与

通勤姜

法定福利費

福利厚生費

人件費計

392.440

275,719

51,545

65,176

441,236

0

1.795

37,o51

480.102 111,812

78.557

14,686

18,569

1,733,399

l,217,346

227.672

287.881

(2)その他経費
業務委託費

支援交通費支出

活動材料費

地代家賃

減価償却費

その他経費針

1.140.932

371,971

243,152

6,222,852

72,949

8,051,856

6.940.752 11.928.738 2,032,9316.711.340 4.695,457 31,127.178合  計 24,146,855

期末取得価額期首取得価額 取得 減少科  目

5,216.510

2.343.198

1,496,175

2.313.483

3,720,335

15

5,216.510

2.343.498

有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

50,000

1.843.110

50,000

1.843.110

50,000

1.228.740 614,370

投資その他姿産

出資金

保険積立金

5.613.4609.453.118 3,839,6588.838.748 614,370合  計



法人名 : 特定非営利活動法人 つぼみ

魅産且量
令和6年  3月 31日現在

(単位 :円 )

科  目
I資産の部
1.流動資産
現金預金

小口現金 地域活動支援センター

小口現金 就労移行支援事業所natura

普通預金 三井住友銀行 新小岩支店

普通預金 natra

普通預金 朝日信用金庫

普通預金 東京厚生信用組合

未収入金

2.Illlif首

:‐暦改装費
[;f言るI事ヤ ン

`′

 ´工具
藝1:li::
与
'スクチ
・ェァー 、́
′ヾ環ルー式 _ユ
ープンレンン

場沸かしポット
ル||―ナー

タュのだλ_
争ダ傷芳
宇撃fラ備品―式
/:`:]`パ
ソコン

r,)黎琉逮
[li騒曇角
信用組合

ス ‐́
富新料

保守料
'口
瞼錯立金,卜じ、,^…
′.∠ゝ日本■,p"率

諄曇書その他の費螂口,

固定資産合計

Ⅱ軍嚇を債~1:疾
賛袋等

税及び事業税

預り
措Ц所得税

珀I_
正味財産

208,651

220.409

14,463.1671

121,967,344

429,531

0

3,569,198

140,858,300

5,762,820

146,621,120

732,734

2,208,000

1

1,512,334

3 720 ,350

50,000

115.238

34,122

1.843,l10

2,042,470

346,170

70.000

84,364

232,200

732,734

0

145,888,386

金  額



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事来年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 つばみ

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

・監事

モ トジマカズアキ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日本島 一昭

, 監事

;ttt\'> -ar::1 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日大橋 優子

3

′
~ヽ

巴ヽ濤■監事
サ トウ フミヒコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日佐藤 文彦

4 監事

ミナガフ リュウタ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日皆川 隆太

5

1-)-? f Z1+

小嶋 康之

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

6 理事・監事

令和年月日

令和年月日

7 理事・監事

年  月  日

年   月   日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

|

|

⌒

理事・照どち

|

|

|



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人  つばみ

氏    名

1
大橋
(旧姓
優子
志村)

本多 文彦
(旧姓 佐藤 )

3 逆瀬川 亜希子

4 田中 正信

5 塚本 さやか

6 皆川 隆太

7 本島 一昭

8 杉本 真也

9 長沢 知恵

10 鈴木 卓郎

岡 聡

|

ぅ |

` |

|

|

|

111
|

|




